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欠損金の繰越控除について

〔会社の税務 よろず相談室○120 〕法人税その45

�．赤字が出た場合の法人税の負担を軽減する「欠損
金の繰越控除」の制度概要と具体例を教えてください。

�．青色申告書を提出した事業年度において欠損金
（税務上の赤字）が生じた場合には、その事業年度
の後の事業年度以降に繰り越して、後の事業年度の
所得から欠損金を控除することで、法人税の負担を
軽減できます。
　欠損金とは、その事業年度の所得の計算において、
益金よりも損金が多かった場合の益金を超える部分
の金額をいいます。
　中小法人（注１）では、発生した欠損金を、欠損
金が発生した事業年度の次の事業年度以後９年間

（注２）控除することができます（注３）。
　（注１）中小法人とは普通法人のうち、各事業年度

終了時において、資本金又は出資金の額が１
億円以下の法人又は資本若しくは出資を有し
ない法人のことをいいます。

　　　　　なお、次に掲げる法人は、資本金が１億円
以下であっても中小法人とはなりません。

　　　　　①相互会社　②大法人（資本金又は出資金
の額が５億円以上の法人）、相互会社等の
100％子会社　③完全支配関係（100％の出資
関係）にある複数の大法人に発行済株式等の
全部を保有されている法人　④投資法人　⑤
特定目的会社　⑥受託法人

　（注２）平成30年４月１日以後に開始する事業年度
において生じた欠損金については、繰越期間
を10年に延長することとされています。

　（注３）中小法人以外の法人は平成29年４月１日以
後に開始する事業年度については所得の金額
に55％を乗じた金額を繰り越すことができま
す（平成30年４月１日以後に開始する事業年
度については50％）。

（税制委員会：小林 秀子、甕 秀行、大池 明　グループ稿）

（監修：関東信越税理士会　松本支部）
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具体例


